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株主価値創造の加速に向けて株主価値創造の加速に向けて株主価値創造の加速に向けて株主価値創造の加速に向けて
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アジェンダ

株主価値創造の加速に向けたキーワード株主価値創造の加速に向けたキーワード株主価値創造の加速に向けたキーワード株主価値創造の加速に向けたキーワード

競争優位性の一段の強化競争優位性の一段の強化競争優位性の一段の強化競争優位性の一段の強化

チャネル・顧客基盤の拡充　チャネル・顧客基盤の拡充　チャネル・顧客基盤の拡充　チャネル・顧客基盤の拡充　－－－－中堅・中小企業向け、個人向けチャネル－中堅・中小企業向け、個人向けチャネル－中堅・中小企業向け、個人向けチャネル－中堅・中小企業向け、個人向けチャネル－

新たなビジネスモデルの確立　　新たなビジネスモデルの確立　　新たなビジネスモデルの確立　　新たなビジネスモデルの確立　　－コンシューマー・ファイナンス－－コンシューマー・ファイナンス－－コンシューマー・ファイナンス－－コンシューマー・ファイナンス－

グループ力の抜本的強化グループ力の抜本的強化グループ力の抜本的強化グループ力の抜本的強化

UFJUFJUFJUFJグループとの経営統合提案の狙いグループとの経営統合提案の狙いグループとの経営統合提案の狙いグループとの経営統合提案の狙い

終わりに終わりに終わりに終わりに
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SMFGSMFGSMFGSMFGのののの
競争優位の源泉競争優位の源泉競争優位の源泉競争優位の源泉

株主価値創造の加速に向けたキーワード

戦略展開の戦略展開の戦略展開の戦略展開の
スピードスピードスピードスピード

高い効率性高い効率性高い効率性高い効率性

先進性・変革指向先進性・変革指向先進性・変革指向先進性・変革指向

グループ力の抜本的強化グループ力の抜本的強化グループ力の抜本的強化グループ力の抜本的強化
　　　　---- グループ間協働推進グループ間協働推進グループ間協働推進グループ間協働推進
　　　　---- アライアンス戦略アライアンス戦略アライアンス戦略アライアンス戦略

競争優位性の一段の強化競争優位性の一段の強化競争優位性の一段の強化競争優位性の一段の強化
－中堅・中小－中堅・中小－中堅・中小－中堅・中小企業向け企業向け企業向け企業向け

　　リスクテイク貸出　　リスクテイク貸出　　リスクテイク貸出　　リスクテイク貸出
－－－－投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス
－個人向けコンサルティング・－個人向けコンサルティング・－個人向けコンサルティング・－個人向けコンサルティング・

　　　　　　　　　ビジネス　　　　　　　　　ビジネス　　　　　　　　　ビジネス　　　　　　　　　ビジネス

チャネル・顧客基盤の拡充チャネル・顧客基盤の拡充チャネル・顧客基盤の拡充チャネル・顧客基盤の拡充

新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立
－－－－コンシューマー・ファイナンスコンシューマー・ファイナンスコンシューマー・ファイナンスコンシューマー・ファイナンス

　　　（マス個人セグメントでの　　　（マス個人セグメントでの　　　（マス個人セグメントでの　　　（マス個人セグメントでの
　　　　　　　　　　　　　リスクテイク拡大）　　　　　　　　　　　　　リスクテイク拡大）　　　　　　　　　　　　　リスクテイク拡大）　　　　　　　　　　　　　リスクテイク拡大）

戦略ビジネスの強化・確立戦略ビジネスの強化・確立戦略ビジネスの強化・確立戦略ビジネスの強化・確立 フランチャイズの拡充フランチャイズの拡充フランチャイズの拡充フランチャイズの拡充

UFJグループとの経営統合グループとの経営統合グループとの経営統合グループとの経営統合
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競争優位性の一段の強化
　　法人向けビジネス法人向けビジネス法人向けビジネス法人向けビジネス
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14年度実績 15年度実績 16年度計画

取組額
期末残

（億円）

　三井住友＝「ビジネスセレクトローン」

東京三菱＝「融活力」

　みずほ　 ＝「みずほｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ」

　UFJ　　 ＝「UFJﾋﾞｼﾞﾈｽﾛｰﾝ」

（注）他行計数：平成16年4月30日付日刊工業新聞　　　　　　　　　　　　　*　SMBC管理ベース　（SMBCと大和証券SMBCにおける収益の合算計数）　

（15年度）

中堅・中小企業向け中堅・中小企業向け中堅・中小企業向け中堅・中小企業向け
リスクテイク貸出リスクテイク貸出リスクテイク貸出リスクテイク貸出

投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス

主要行比較主要行比較主要行比較主要行比較（中小企業向け無担保ローン取組額）（中小企業向け無担保ローン取組額）（中小企業向け無担保ローン取組額）（中小企業向け無担保ローン取組額）

ビジネスセレクトローン取組額ビジネスセレクトローン取組額ビジネスセレクトローン取組額ビジネスセレクトローン取組額 シンジケーション関連収益シンジケーション関連収益シンジケーション関連収益シンジケーション関連収益

大和証券大和証券大和証券大和証券SMBCSMBCSMBCSMBCとの連携実績（収益）との連携実績（収益）との連携実績（収益）との連携実績（収益）****

（億円） （件）
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競争優位性の一段の強化
　　個人向けコンサルティングビジネス個人向けコンサルティングビジネス個人向けコンサルティングビジネス個人向けコンサルティングビジネス
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残高（自己居住用:右軸）
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SMBC みずほ UFJ MTFG

主要行比較（住宅ローン残高主要行比較（住宅ローン残高主要行比較（住宅ローン残高主要行比較（住宅ローン残高））））***

住宅ローン取組額、残高住宅ローン取組額、残高住宅ローン取組額、残高住宅ローン取組額、残高

(兆円）

(兆円)
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投信預り資産残高*

MTFG みずほ UFJ

関連収益（投信・個人年金保険）関連収益（投信・個人年金保険）関連収益（投信・個人年金保険）関連収益（投信・個人年金保険）

主要行比較（投信・個人年金保険）主要行比較（投信・個人年金保険）主要行比較（投信・個人年金保険）主要行比較（投信・個人年金保険）

（兆円） （億円）
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BTM みずほ UFJSMBC SMBC

個人年金保険

投信

*他行計数：ﾆｯｷﾝ投信年金情報より転載。　**他行計数：新聞報道等より推計。　***他行計数：各行の決算発表資料による。
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チャネル・顧客基盤の拡充
中堅・中小企業向けチャネル中堅・中小企業向けチャネル中堅・中小企業向けチャネル中堅・中小企業向けチャネル

コアコアコアコア

ＢＳＰ・分室ＢＳＰ・分室ＢＳＰ・分室ＢＳＰ・分室
８０８０８０８０

法人営業所法人営業所法人営業所法人営業所
８８８８

プロダクト部隊（投資銀行部門等）プロダクト部隊（投資銀行部門等）プロダクト部隊（投資銀行部門等）プロダクト部隊（投資銀行部門等）
営業部とプロダクト部隊が共に収益責任を負う体制：

　「ダブル･フロント体制」

内部人材内部人材内部人材内部人材 外部人材外部人材外部人材外部人材

顧客顧客顧客顧客
セグメントセグメントセグメントセグメント

対応対応対応対応
チャネルチャネルチャネルチャネル

法人営業部法人営業部法人営業部法人営業部
１０８１０８１０８１０８

ミドル・スモール対応ミドル・スモール対応ミドル・スモール対応ミドル・スモール対応
法人営業部法人営業部法人営業部法人営業部

７６７６７６７６

ミドルⅠミドルⅠミドルⅠミドルⅠ ミドルⅡミドルⅡミドルⅡミドルⅡ スモールスモールスモールスモール

ミドル･スモール対応ミドル･スモール対応ミドル･スモール対応ミドル･スモール対応
法人営業部法人営業部法人営業部法人営業部 法人営業所法人営業所法人営業所法人営業所 BSPBSPBSPBSP****・・・・分室分室分室分室

15151515年度開設数年度開設数年度開設数年度開設数　　　　　　　　　　　　16/316/316/316/3末拠点数末拠点数末拠点数末拠点数

＋５＋５＋５＋５ 　　　　　　　　７６　　　　　　　　７６　　　　　　　　７６　　　　　　　　７６
15151515年度開設数年度開設数年度開設数年度開設数　　　　　　　　　　　　16/316/316/316/3末拠点数末拠点数末拠点数末拠点数

＋８＋８＋８＋８ 　　　　　　　　　８　　　　　　　　　８　　　　　　　　　８　　　　　　　　　８

15151515年度開設数年度開設数年度開設数年度開設数　　　　　　　　　　　　16/316/316/316/3末拠点数末拠点数末拠点数末拠点数

＋３１＋３１＋３１＋３１ 　　　　　　　　８０　　　　　　　　８０　　　　　　　　８０　　　　　　　　８０

ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　

ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　ミドル・スモール対応拠点数：　１６４　

* 「ビジネスサポートプラザ」：主としてビジネスセレクトローンを取扱。　図中の拠点数は16年3末時点。
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顧客顧客顧客顧客
セグメントセグメントセグメントセグメント

Ｏｎｅ’ｓ
ダイレクト・

ＡＴＭ

ﾏﾈｰﾗｲﾌｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾏﾈｰﾗｲﾌｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾏﾈｰﾗｲﾌｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾏﾈｰﾗｲﾌｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･
ﾛｰｶｳﾝﾀｰﾃﾗｰﾛｰｶｳﾝﾀｰﾃﾗｰﾛｰｶｳﾝﾀｰﾃﾗｰﾛｰｶｳﾝﾀｰﾃﾗｰ*

ファイナンシャルファイナンシャルファイナンシャルファイナンシャル
コンサルタントコンサルタントコンサルタントコンサルタント

プライベートプライベートプライベートプライベート
バンカーバンカーバンカーバンカー

対応対応対応対応
チャネルチャネルチャネルチャネル

　

支店 ４３５

ローンプラザローンプラザローンプラザローンプラザ
１０９１０９１０９１０９

ＰＢ営業部

ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣ
コンサルティングプラザコンサルティングプラザコンサルティングプラザコンサルティングプラザ

６６６６

ローンローンローンローン
プランナープランナープランナープランナー

マス層マス層マス層マス層資産形成層資産形成層資産形成層資産形成層資産運用層資産運用層資産運用層資産運用層

チャネル・顧客基盤の拡充
　　個人向けチャネル個人向けチャネル個人向けチャネル個人向けチャネル

* 「ﾛｰｶｳﾝﾀｰﾃﾗｰ」は支店窓口のﾛｰｶｳﾝﾀｰでより個人的なｻｰﾋﾞｽを提供する窓口担当者。** 　図中の拠点数は16年3末時点。

ブロック
３６

ＳＭＢＣコンサルティングプラザ（拠点数）ＳＭＢＣコンサルティングプラザ（拠点数）ＳＭＢＣコンサルティングプラザ（拠点数）ＳＭＢＣコンサルティングプラザ（拠点数）

　　　　　　　　
15/315/315/315/3末実績末実績末実績末実績　　　　 16/316/316/316/3末実績　末実績　末実績　末実績　 16/816/816/816/8末実績　末実績　末実績　末実績　18/318/318/318/3末計画末計画末計画末計画

００００ 　　　　６　　　　６　　　　６　　　　６ 　　　　　　４０　　　　　　４０　　　　　　４０　　　　　　４０　　　　　　　　　　　　 １００１００１００１００

ローンプラザ（拠点数）ローンプラザ（拠点数）ローンプラザ（拠点数）ローンプラザ（拠点数）

15/315/315/315/3末実績末実績末実績末実績　　　　　　　　16/316/316/316/3末実績　末実績　末実績　末実績　

７５７５７５７５ 　　　　　　　　　　　　　　　１０９　　　１０９　　　１０９　　　１０９

＜個人向けコンサルティングに特化した新しいチャネル＞＜個人向けコンサルティングに特化した新しいチャネル＞＜個人向けコンサルティングに特化した新しいチャネル＞＜個人向けコンサルティングに特化した新しいチャネル＞

→今期は販売スタッフを増強→今期は販売スタッフを増強→今期は販売スタッフを増強→今期は販売スタッフを増強

ＰＢ層ＰＢ層ＰＢ層ＰＢ層
（含．企業オーナー）（含．企業オーナー）（含．企業オーナー）（含．企業オーナー）
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新たなビジネスモデルの確立
　　　コンシューマー・ファイナンス：　リスクテイクの拡大　　　コンシューマー・ファイナンス：　リスクテイクの拡大　　　コンシューマー・ファイナンス：　リスクテイクの拡大　　　コンシューマー・ファイナンス：　リスクテイクの拡大

個人マーケットにおける　個人マーケットにおける　個人マーケットにおける　個人マーケットにおける　
コア・ビジネスコア・ビジネスコア・ビジネスコア・ビジネス

マス層マス層マス層マス層
（１８百万人）（１８百万人）（１８百万人）（１８百万人）

ＰＢ層、
資産運用層
（１５万人）（１５万人）（１５万人）（１５万人）、

資産形成層
（８百万人）（８百万人）（８百万人）（８百万人）

顧客セグメント

スモールスモールスモールスモール

コア・

ミドルⅠ・

ミドルⅡ

法人マーケットにおける法人マーケットにおける法人マーケットにおける法人マーケットにおける
　コア・ビジネス　コア・ビジネス　コア・ビジネス　コア・ビジネス

顧客セグメント

コンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティング

更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大更なるリスクテイクの拡大

リスクテイク貸出リスクテイク貸出リスクテイク貸出リスクテイク貸出

投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス

コンシューマー・コンシューマー・コンシューマー・コンシューマー・
ファイナンスファイナンスファイナンスファイナンス

Ｎファンド等Ｎファンド等Ｎファンド等Ｎファンド等

ＢＳＬＢＳＬＢＳＬＢＳＬ

スモール法人セグメントでは、リスクテイク貸出で戦略ビジネスを確立スモール法人セグメントでは、リスクテイク貸出で戦略ビジネスを確立スモール法人セグメントでは、リスクテイク貸出で戦略ビジネスを確立スモール法人セグメントでは、リスクテイク貸出で戦略ビジネスを確立

マス個人セグメントにおけるリスクテイク拡大を通じた新たな収益基盤の確立マス個人セグメントにおけるリスクテイク拡大を通じた新たな収益基盤の確立マス個人セグメントにおけるリスクテイク拡大を通じた新たな収益基盤の確立マス個人セグメントにおけるリスクテイク拡大を通じた新たな収益基盤の確立
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新たなビジネスモデルの確立
　　　コンシューマー・ファイナンス：　新たなマーケットの創出　　　コンシューマー・ファイナンス：　新たなマーケットの創出　　　コンシューマー・ファイナンス：　新たなマーケットの創出　　　コンシューマー・ファイナンス：　新たなマーケットの創出
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低

高
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タ
ー
ン
　
　
　
　
　
　
　
　
低

高
　
　
　
　
　
　
　
リ
タ
ー
ン
　
　
　
　
　
　
　
　
低

高
　
　
　
　
　
　
　
リ
タ
ー
ン
　
　
　
　
　
　
　
　
低

低　　　　　　　リスク　　　　　　　高低　　　　　　　リスク　　　　　　　高低　　　　　　　リスク　　　　　　　高低　　　　　　　リスク　　　　　　　高

潜在顧客

既存顧客

ＳＭＢＣのフランチャイズを徹底的に活用した新たなマーケットの創出ＳＭＢＣのフランチャイズを徹底的に活用した新たなマーケットの創出ＳＭＢＣのフランチャイズを徹底的に活用した新たなマーケットの創出ＳＭＢＣのフランチャイズを徹底的に活用した新たなマーケットの創出

JJJJ　　　　VVVV

プロミスプロミスプロミスプロミス

既存市場の規模：　約３５兆円既存市場の規模：　約３５兆円既存市場の規模：　約３５兆円既存市場の規模：　約３５兆円（（（（14141414年度）年度）年度）年度）

　　資産形成層＋マス層＝２６百万顧客　　資産形成層＋マス層＝２６百万顧客　　資産形成層＋マス層＝２６百万顧客　　資産形成層＋マス層＝２６百万顧客
　　　　　　　　　（全国就業人口の４割強）　　　　　　　　　（全国就業人口の４割強）　　　　　　　　　（全国就業人口の４割強）　　　　　　　　　（全国就業人口の４割強）
　　来店顧客　　　　　　３百万人／月、　　来店顧客　　　　　　３百万人／月、　　来店顧客　　　　　　３百万人／月、　　来店顧客　　　　　　３百万人／月、
　　　　　　　　
　　　　　　　　ATMATMATMATM利用件数　利用件数　利用件数　利用件数　 １百万件／日１百万件／日１百万件／日１百万件／日

　　リモート取引件数　７百万件／月　　　リモート取引件数　７百万件／月　　　リモート取引件数　７百万件／月　　　リモート取引件数　７百万件／月　

　　支店網　４３５　　支店網　４３５　　支店網　４３５　　支店網　４３５ヶヶヶヶ店店店店
　　　（　　　（　　　（　　　（16161616年年年年3333月末時点）月末時点）月末時点）月末時点）

　　ＡＴＭ網　　　２，４３８拠点　　ＡＴＭ網　　　２，４３８拠点　　ＡＴＭ網　　　２，４３８拠点　　ＡＴＭ網　　　２，４３８拠点
　　　　　　　　（ﾌﾟﾛﾊﾟｰ　　　　　　　　（ﾌﾟﾛﾊﾟｰ　　　　　　　　（ﾌﾟﾛﾊﾟｰ　　　　　　　　（ﾌﾟﾛﾊﾟｰATMATMATMATM、４、４、４、４メガ中トップ）メガ中トップ）メガ中トップ）メガ中トップ）
　　　　

　　オンライン銀行ランキング　１位　　オンライン銀行ランキング　１位　　オンライン銀行ランキング　１位　　オンライン銀行ランキング　１位
　　　　　　　　 （ゴメス社評価、（ゴメス社評価、（ゴメス社評価、（ゴメス社評価、15151515年冬期）　　年冬期）　　年冬期）　　年冬期）　　

顧客基盤顧客基盤顧客基盤顧客基盤

営業基盤営業基盤営業基盤営業基盤

新たな新たな新たな新たな

マーケットマーケットマーケットマーケット

現状の現状の現状の現状の
マーケットマーケットマーケットマーケット

SMBCSMBCSMBCSMBC
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新たなビジネスモデルの確立
　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミスとの戦略的提携の概要　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミスとの戦略的提携の概要　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミスとの戦略的提携の概要　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミスとの戦略的提携の概要

*　適宜、適切な方法によりプロミスの発行済株式総数の20％に相当する普通株式を取得

業務提携業務提携業務提携業務提携

ローン商品をSMBCの販売チャネルを通じ提供

共同出資でSMBCｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ（仮称）を設立

プロミスが販売促進、与信管理、債権回収などを支援

スモール法人マーケットに対するファイナンス事業の
共同研究

SMFGグループ会社とプロミスとの協働

資本提携資本提携資本提携資本提携

株式の取得：　（発行済株式総数に占める割合）

　　　　15％（実施済）　→　 20％* （計画）
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新たなビジネスモデルの確立
　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミス提携におけるローン・ビジネスモデル　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミス提携におけるローン・ビジネスモデル　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミス提携におけるローン・ビジネスモデル　　　コンシューマー・ファイナンス：　プロミス提携におけるローン・ビジネスモデル

15%15%15%15% 18%18%18%18%

ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　ＳＭＢＣのフランチャイズ＋プロミスのエクスパティーズ　

３年後を目途に３年後を目途に３年後を目途に３年後を目途に 5,0005,0005,0005,000億円程度のローン残高億円程度のローン残高億円程度のローン残高億円程度のローン残高**** の創出を目指すの創出を目指すの創出を目指すの創出を目指す

金利金利金利金利金利金利金利金利

~ ~

8%8%8%8%

SMBCSMBCSMBCSMBCSMBCSMBCSMBCSMBCのチャネル　→　のチャネル　→　のチャネル　→　のチャネル　→　のチャネル　→　のチャネル　→　のチャネル　→　のチャネル　→　プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置プロミス開発の申込機の設置

*  SMFGとプロミスの合計

33333333年後の年後の年後の年後の年後の年後の年後の年後の
目標貸出残高目標貸出残高目標貸出残高目標貸出残高目標貸出残高目標貸出残高目標貸出残高目標貸出残高

2,000億円億円億円億円 2,000億円億円億円億円 1,000億円億円億円億円

~

SMBCSMBCSMBCSMBC
SMBCSMBCSMBCSMBCｺﾝｼｭｰﾏｰｺﾝｼｭｰﾏｰｺﾝｼｭｰﾏｰｺﾝｼｭｰﾏｰ
ﾌｧｲﾅﾝｽﾌｧｲﾅﾝｽﾌｧｲﾅﾝｽﾌｧｲﾅﾝｽ（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）

《《《《《《《《カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》

プロミスプロミスプロミスプロミス

マーケティングマーケティングマーケティングマーケティング

チャネルチャネルチャネルチャネル

16161616年度：年度：年度：年度：
100100100100拠点程度拠点程度拠点程度拠点程度
17171717年度：年度：年度：年度：
　　順次拡大　　順次拡大　　順次拡大　　順次拡大

プロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウプロミスのマーケティングノウハウ

プロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウプロミスの与信管理・回収ノウハウ

《《《《《《《《カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》カスケード方式》

ブックブックブックブック

保証・回収保証・回収保証・回収保証・回収
与信管理与信管理与信管理与信管理



12

グループ力の抜本的強化

三井住友カード三井住友カード三井住友カード三井住友カード

三井住友銀リース三井住友銀リース三井住友銀リース三井住友銀リース

日本総合研究所日本総合研究所日本総合研究所日本総合研究所

三井住友フィナンシャルグループ三井住友フィナンシャルグループ三井住友フィナンシャルグループ三井住友フィナンシャルグループ

三井住友銀行三井住友銀行三井住友銀行三井住友銀行

大和証券ＳＭＢＣ大和証券ＳＭＢＣ大和証券ＳＭＢＣ大和証券ＳＭＢＣ

大和住銀投信投資顧問大和住銀投信投資顧問大和住銀投信投資顧問大和住銀投信投資顧問

ＳＭＦＧＳＭＦＧＳＭＦＧＳＭＦＧ
企業再生債権回収企業再生債権回収企業再生債権回収企業再生債権回収

ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣ
ｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽｺﾝｼｭｰﾏｰﾌｧｲﾅﾝｽ（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）

グループ間協働の推進グループ間協働の推進グループ間協働の推進グループ間協働の推進 アライアンス戦略の推進アライアンス戦略の推進アライアンス戦略の推進アライアンス戦略の推進
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統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立統合による圧倒的な収益基盤／フランチャイズの確立

–– 戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現戦略事業における圧倒的なプレゼンスと競争力の実現

ＵＦＪグループとの経営統合提案の狙い

戦略上の意義戦略上の意義戦略上の意義戦略上の意義戦略上の意義戦略上の意義戦略上の意義戦略上の意義

株主価値向上効果株主価値向上効果株主価値向上効果株主価値向上効果株主価値向上効果株主価値向上効果株主価値向上効果株主価値向上効果

成長分野（フォーカス事業）成長分野（フォーカス事業）成長分野（フォーカス事業）成長分野（フォーカス事業）
におけるにおけるにおけるにおける

圧倒的シェアを通じた収益増強圧倒的シェアを通じた収益増強圧倒的シェアを通じた収益増強圧倒的シェアを通じた収益増強

効率化効率化効率化効率化効果（効果（効果（効果（2,000億円）の億円）の億円）の億円）の

確実かつ早期の実現確実かつ早期の実現確実かつ早期の実現確実かつ早期の実現

EPSの成長の成長の成長の成長

ＳＭＦＧの株主ＳＭＦＧの株主ＳＭＦＧの株主ＳＭＦＧの株主
にとってもにとってもにとってもにとっても

株主価値増大株主価値増大株主価値増大株主価値増大

業務純益業務純益業務純益業務純益2兆円、兆円、兆円、兆円、
当期利益当期利益当期利益当期利益1兆円を兆円を兆円を兆円を

展望する本邦随一展望する本邦随一展望する本邦随一展望する本邦随一
の高い収益力の高い収益力の高い収益力の高い収益力

統合比率＝１：１統合比率＝１：１統合比率＝１：１統合比率＝１：１
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ＵＦＪグループとの経営統合提案：骨子骨子骨子骨子

経営統合の基本的な考え方経営統合の基本的な考え方経営統合の基本的な考え方経営統合の基本的な考え方

対等の精神での統合対等の精神での統合対等の精神での統合対等の精神での統合対等の精神での統合対等の精神での統合対等の精神での統合対等の精神での統合

フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化フォーカス事業の強化
首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏首都圏・東海圏・近畿圏

三極体制の構築三極体制の構築三極体制の構築三極体制の構築三極体制の構築三極体制の構築三極体制の構築三極体制の構築

迅速な経営統合迅速な経営統合迅速な経営統合迅速な経営統合迅速な経営統合迅速な経営統合迅速な経営統合迅速な経営統合 経済合理性を重視経済合理性を重視経済合理性を重視経済合理性を重視経済合理性を重視経済合理性を重視経済合理性を重視経済合理性を重視
公正・公平な公正・公平な公正・公平な公正・公平な公正・公平な公正・公平な公正・公平な公正・公平な
人事運営人事運営人事運営人事運営人事運営人事運営人事運営人事運営

トップトラストバンクトップトラストバンクトップトラストバンクトップトラストバンクトップトラストバンクトップトラストバンクトップトラストバンクトップトラストバンク
との協働との協働との協働との協働との協働との協働との協働との協働**

*　UFJ信託銀行の信託業務については住友信託銀行と統合されると想定。

統合比率　統合比率　統合比率　統合比率　統合比率　統合比率　統合比率　統合比率　UFJUFJ：：：：：：：：SMFGSMFG＝＝＝＝＝＝＝＝11株：株：株：株：株：株：株：株：11株株株株株株株株
–– 平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで2,0002,000億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果億円（税引前）相当の効率化効果

UFJUFJに対してに対してに対してに対してに対してに対してに対してに対して0404年年年年年年年年99月末までの資本提供月末までの資本提供月末までの資本提供月末までの資本提供月末までの資本提供月末までの資本提供月末までの資本提供月末までの資本提供

–– 資本必要金額が資本必要金額が資本必要金額が資本必要金額が資本必要金額が資本必要金額が資本必要金額が資本必要金額が7,0007,000億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可億円に達するような場合でも提供可

–– 資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能資本調達を行わずとも十分な自己資本比率レベルを維持可能

統合比率、資本の提供統合比率、資本の提供統合比率、資本の提供統合比率、資本の提供
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終わりに

株
主
価
値
創
造

株
主
価
値
創
造

株
主
価
値
創
造

株
主
価
値
創
造
の
加
速
へ

の
加
速
へ

の
加
速
へ

の
加
速
へ

新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立新たなビジネスモデルの確立

中堅・中小企業向けリスクテイク貸出中堅・中小企業向けリスクテイク貸出中堅・中小企業向けリスクテイク貸出中堅・中小企業向けリスクテイク貸出

戦略ビジネス戦略ビジネス戦略ビジネス戦略ビジネス フランチャイズフランチャイズフランチャイズフランチャイズ

更なる加速に向けた、グループベースの戦略展開更なる加速に向けた、グループベースの戦略展開更なる加速に向けた、グループベースの戦略展開更なる加速に向けた、グループベースの戦略展開

チャネルチャネルチャネルチャネルチャネルチャネルチャネルチャネル 顧客基盤顧客基盤顧客基盤顧客基盤顧客基盤顧客基盤顧客基盤顧客基盤

投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス

コンシューマー・ファイナンスコンシューマー・ファイナンスコンシューマー・ファイナンスコンシューマー・ファイナンス

個人向けコンサルティング・ビジネス個人向けコンサルティング・ビジネス個人向けコンサルティング・ビジネス個人向けコンサルティング・ビジネス

フランチャイズの強化フランチャイズの強化フランチャイズの強化フランチャイズの強化フランチャイズの強化フランチャイズの強化フランチャイズの強化フランチャイズの強化



16

参考参考参考参考

UFJUFJUFJUFJグループとの経営統合提案グループとの経営統合提案グループとの経営統合提案グループとの経営統合提案

重複分野の効率化効果重複分野の効率化効果重複分野の効率化効果重複分野の効率化効果

効率化効果内訳効率化効果内訳効率化効果内訳効率化効果内訳

トップライン・シナジーの源泉トップライン・シナジーの源泉トップライン・シナジーの源泉トップライン・シナジーの源泉
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（参考）ＵＦＪグループとの経営統合提案：重複分野の効率化効果重複分野の効率化効果重複分野の効率化効果重複分野の効率化効果

平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで平年度ベースで2,0002,000億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ億円（税引前ﾍﾞｰｽ ）相当の効率化効果）相当の効率化効果）相当の効率化効果）相当の効率化効果）相当の効率化効果）相当の効率化効果）相当の効率化効果）相当の効率化効果

統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済統合による効率化の実現は、旧さくら／旧住友銀行合併で過去に経験済

‐‐‐‐‐‐‐‐ 　合併直前（　合併直前（　合併直前（　合併直前（　合併直前（　合併直前（　合併直前（　合併直前（1212年度年度年度年度年度年度年度年度）経費　）経費　）経費　）経費　）経費　）経費　）経費　）経費　7,0017,001億円億円億円億円億円億円億円億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 1515年度年度年度年度年度年度年度年度経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　経費　　　　　　　　5,8405,840億円　（億円　（億円　（億円　（億円　（億円　（億円　（億円　（1212年度対比△年度対比△年度対比△年度対比△年度対比△年度対比△年度対比△年度対比△17%17%））））））））

店舗統合効果店舗統合効果店舗統合効果店舗統合効果

600600億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度

366366ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店 435435ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店

200200店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複

人員統合効果人員統合効果人員統合効果人員統合効果

900900億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度

自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制

人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置

（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）

システム統合効果・その他システム統合効果・その他システム統合効果・その他システム統合効果・その他

500500億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度

旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の旧さくら／旧住友銀行の
システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績

注） 16年3月末時点。
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（参考）ＵＦＪグループとの経営統合提案：効率化効果内訳効率化効果内訳効率化効果内訳効率化効果内訳

店舗統合効果店舗統合効果店舗統合効果店舗統合効果

△△△△△△△△ 600600億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度

366366ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店 435435ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店ヵ店

200200店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複店舗程度の重複

首都圏１００首都圏１００首都圏１００首都圏１００首都圏１００首都圏１００首都圏１００首都圏１００ヶヶヶヶヶヶヶヶ店店店店店店店店

近畿圏　８０近畿圏　８０近畿圏　８０近畿圏　８０近畿圏　８０近畿圏　８０近畿圏　８０近畿圏　８０ヶヶヶヶヶヶヶヶ店店店店店店店店

その他　２０その他　２０その他　２０その他　２０その他　２０その他　２０その他　２０その他　２０ヶヶヶヶヶヶヶヶ店店店店店店店店

経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店経費：約△３億円／店

２００２００２００２００２００２００２００２００ヶヶヶヶヶヶヶヶ店×△３億円店×△３億円店×△３億円店×△３億円店×△３億円店×△３億円店×△３億円店×△３億円

　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度　　＝　△６００億円程度

人員統合効果人員統合効果人員統合効果人員統合効果

△△△△△△△△ 900900億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度

自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制自然減＋採用抑制

　　約△８，５００人　　約△８，５００人　　約△８，５００人　　約△８，５００人　　約△８，５００人　　約△８，５００人　　約△８，５００人　　約△８，５００人

（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）（統合後合計　約４万人）

人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置人員再配置

（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）（重複分野→戦略分野）

　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　　中堅・中小企業取引、　　　　　

　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　　　　個人向けコンサルティング　　

　　　に再配置　　　に再配置　　　に再配置　　　に再配置　　　に再配置　　　に再配置　　　に再配置　　　に再配置

　　　　　　　　 約約約約約約約約△８，５００人の△８，５００人の△８，５００人の△８，５００人の△８，５００人の△８，５００人の△８，５００人の△８，５００人の人件費　人件費　人件費　人件費　人件費　人件費　人件費　人件費　

削減削減削減削減削減削減削減削減効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度効果＝△９００億円程度

システム統合効果・その他システム統合効果・その他システム統合効果・その他システム統合効果・その他

△△△△△△△△ 500500億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度億円程度

旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　旧さくら／旧住友銀行の　　
システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績システム統合時の実績

統合効果：△統合効果：△統合効果：△統合効果：△統合効果：△統合効果：△統合効果：△統合効果：△２５％２５％２５％２５％２５％２５％２５％２５％

　　　約　　　約　　　約　　　約　　　約　　　約　　　約　　　約６００億円６００億円６００億円６００億円６００億円６００億円６００億円６００億円×２×△×２×△×２×△×２×△×２×△×２×△×２×△×２×△２５％２５％２５％２５％２５％２５％２５％２５％

　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費　　　　（年間システム経費……推定）推定）推定）推定）推定）推定）推定）推定）

　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円　　　　　　＝　約△３００億円

その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円その他：　　約△２００億円

‐資材調達の効率化‐資材調達の効率化‐資材調達の効率化‐資材調達の効率化

‐関連会社統合によるコスト削減‐関連会社統合によるコスト削減‐関連会社統合によるコスト削減‐関連会社統合によるコスト削減

‐一般経費の抑制‐一般経費の抑制‐一般経費の抑制‐一般経費の抑制

△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円△３００億円＋△２００億円

　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度　　　　＝　△５００億円程度
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（参考）ＵＦＪグループとの経営統合提案：トップライン・シナジーの源泉トップライン・シナジーの源泉トップライン・シナジーの源泉トップライン・シナジーの源泉

法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、法人取引先数、中小向けリスクテイク貸出、投信・個人年金販売、住宅ローンの、

戦略分野における圧倒的なフランチャイズの実現戦略分野における圧倒的なフランチャイズの実現戦略分野における圧倒的なフランチャイズの実現戦略分野における圧倒的なフランチャイズの実現

法人取引先法人取引先法人取引先法人取引先

出典： IR資料等をもとに当社推計　　*　子銀行合算ペース。

SMFG+UFJ

MTFG+UFJ

中小企業向け中小企業向け中小企業向け中小企業向け
リスクテイク貸出リスクテイク貸出リスクテイク貸出リスクテイク貸出

中堅・中小企業取引中堅・中小企業取引中堅・中小企業取引中堅・中小企業取引

177千社千社千社千社

147千社千社千社千社

104千社千社千社千社

324千社千社千社千社

251千社千社千社千社

9,337億円億円億円億円

3,800億円億円億円億円

7,337億円億円億円億円

2,000億円億円億円億円

1,800億円億円億円億円

投信預かり残高投信預かり残高投信預かり残高投信預かり残高
個人年金保険個人年金保険個人年金保険個人年金保険

販売額販売額販売額販売額 住宅ローン残高住宅ローン残高住宅ローン残高住宅ローン残高*

4,900億円億円億円億円 22.4兆円兆円兆円兆円

3,100億円億円億円億円 17.6兆円兆円兆円兆円

個人向けコンサルティング業務個人向けコンサルティング業務個人向けコンサルティング業務個人向けコンサルティング業務

1.9兆円兆円兆円兆円

0.7兆円兆円兆円兆円

0.7兆円兆円兆円兆円

2.6兆円兆円兆円兆円

1.4兆円兆円兆円兆円

3,800億円億円億円億円

1,100億円億円億円億円

2,000億円億円億円億円

12.7兆円兆円兆円兆円

9.7兆円兆円兆円兆円

7.9兆円兆円兆円兆円



将来に関する記述等についてのご注意将来に関する記述等についてのご注意将来に関する記述等についてのご注意将来に関する記述等についてのご注意

本資料に記載されている情報には、将来の見通しに関する記述が含まれております。これらの将来の見通しに関する記述には、様々な既
知および未知のリスク、不確定要因が伴うため、現実の結果が将来の見通しに関する記述に含まれる内容または将来の見通しに関する記
述で示唆されている内容と大きく変わる可能性があります。当社は、将来の見通しに関する記述の中で使用されている想定、期待、予測、
評価ならびにその他の情報が正確である、または将来その通りになるということは保証いたしかねます。将来の見通しに影響を与えうる潜
在的リスクや不確定要因については、明示的に記載されているものもありますが、潜在的リスクや不確定要因はこれらのみに限定されるも
のではありませんのでご留意ください。

将来における実際の結果に重大な影響を及ぼしうる要素としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。(1) 
SMFG及びUFJの事業統合がうまく出来ず、又はかかる事業統合が予想以上に困難であり、又は時間若しくは費用がかかり過ぎる、(2) 
SMFGとUFJとの統合に基づき期待される効果を十分に実現することが出来ず、又は予定された期間内に実現することが出来ない、(3) 
SMFGとUFJとの統合後の収益が期待されるレベルに達しない、(4) SMFGとUFJとの統合後の営業費用、顧客の喪失又は事業への悪影
響が予想以上に発生する、(5) SMFGとUFJとの統合のために必要な監督官庁からの許認可を、提案通りの内容で又は予定された期間内
に取得することが出来ない、(6) 銀行業に関する立法又は規制上の変更による影響、(7) 将来における不良債権のレベル、(8) 技術上の変
化、(9) 労働力、プログラミング、機器及び資本コスト又はこれらの入手可能性の変化、(10) 金利の変化、又は (11) 全般的なビジネス及び
経済の状況。

本資料に記載されている情報は、別段の表示がない限り、本資料に記載の日付に作成され、その時点における見解を反映するものであり、
このため、その時点での状況に照らして検討されるべきものであること、また、当該情報は作成日以降更新されていないことにご留意くださ
いますようお願い致します。当社は、当該情報の作成日以降に発生した事象を反映するために、本情報に記載された情報を逐次更新する
義務を負いません。


